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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送信用共振部と、
　前記送信用共振部と共振条件が合わせられた受信用共振部と、
　前記送信用共振部と前記受信用共振部とを１点接続する導電性物質と
　を備えた共振型電力伝送装置。
【請求項２】
　前記送信用共振部は、別体に構成された送信アンテナと送信用共振器とから成り、
　前記受信用共振部は、別体に構成された受信用共振器と受信アンテナとから成る
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項３】
　前記送信用共振部と前記受信用共振部との間に設けられ、前記共振条件が合わせられた
中継用の共振器を備えた
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項４】
　前記受信用共振部は複数設けられ、
　前記導電性物質は、前記送信用共振部と前記複数の受信用共振部とをそれぞれ接続する
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項５】
　前記導電性物質は、２つに分離され、一方が前記送信用共振部に接続され、他方が前記
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受信用共振部に接続された
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項６】
　前記送信用共振部及び前記受信用共振部は磁界共鳴を行う
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項７】
　前記送信用共振部及び前記受信用共振部は電界共鳴を行う
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項８】
　前記送信用共振部及び前記受信用共振部は電磁誘導を行う
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項９】
　前記送信アンテナ及び前記受信アンテナは、各々２個以上のコイルから構成された
　ことを特徴とする請求項２記載の共振型電力伝送装置。
【請求項１０】
　前記受信用共振部の伝送状況に応じて前記受信用共振部の共振条件を可変する受信電源
回路を備えた
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項１１】
　前記送信用共振部の伝送状況に応じて前記送信用共振部の共振条件を可変する送信電源
回路を備えた
　ことを特徴とする請求項１記載の共振型電力伝送装置。
【請求項１２】
　送信用共振部と、前記送信用共振部と共振条件が合わせられた受信用共振部とを備えた
共振型電力伝送装置を複数備えた共振型電力多重伝送システムであって、
　前記共振型電力伝送装置は、
　前記送信用共振部と前記受信用共振部とを１点接続する導電性物質を備えた
　ことを特徴とする共振型電力多重伝送システム。
【請求項１３】
　前記各共振型電力伝送装置の導電性物質が共通化された
　ことを特徴とする請求項１２記載の共振型電力多重伝送システム。
【請求項１４】
　送信用共振部と、
　前記送信用共振部に導電性物質と１点で接続される接続部と
　を備えた共振型電力送信装置。
【請求項１５】
　受信用共振部と、
　前記受信用共振部に導電性物質と１点で接続される接続部と
　を備えた共振型電力受信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、共振条件が合わせられた送信用共振器及び受信用共振器を用いて電力を伝
送する共振型電力伝送装置、共振型電力多重伝送システム、共振型電力送信装置及び共振
型電力受信装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電力の伝送距離を伸長するため、磁気共振型の無線電力伝送装置において、送電
コイル（送信アンテナ）と受電コイル（受信アンテナ）との間に、ｎ（ｎは１以上の整数
値）個の中継コイル（中継アンテナ）を配設したものが知られている（例えば特許文献１
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参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－１６０６３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に開示された中継コイルを使用する手法では、隣接するアン
テナ間との磁束を共有するようにアンテナを配置する必要があり、また、伝送距離が遠い
場合には中継アンテナを多数配置する必要があり、伝送装置が大型化するという課題があ
る。また、中継アンテナを必要とすることから、コストが増大するという課題もある。
　また、隣接するアンテナ間との磁束を共有させることで電力伝送を行う構成のため、伝
送経路に磁束を遮蔽するような磁性体がある場合には伝送効率が極端に低下してしまうと
いう課題がある。
　また、隣接するアンテナ間との磁束を共有させることで電力伝送を行う構成のため、ア
ンテナ配置に制限が設けられてしまうという課題がある。
【０００５】
　また、上記手法を用いた無線電力伝送装置を多重化した場合、別系統の中継アンテナを
他の中継アンテナへ近づけると、アンテナ間の相互干渉が発生して伝送効率が低下してし
まう。よって、多重伝送を行うためには、各系統の中継アンテナをアンテナの直径の２倍
以上離して設置するか、各系統の磁束を分離するための磁気シールド対策を行う必要があ
る。したがって、電力伝送装置として小型化できない、又は、磁気シールド対策などのコ
ストがかかるという課題がある。
【０００６】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、低コストかつ小型化
が可能であり、高効率な電力伝送を可能とする共振型電力伝送装置、共振型電力多重伝送
システム、共振型電力送信装置及び共振型電力受信装置を提供することを目的としている
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明に係る共振型電力伝送装置は、送信用共振部と、送信用共振部と共振条件が合
わせられた受信用共振部と、送信用共振部と受信用共振部とを１点接続する導電性物質と
を備えたものである。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明によれば、上記のように構成したので、低コストかつ小型化が可能であり、高
効率な電力伝送を可能とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】この発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図２】この発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の構成を示す回路図である。
【図３】この発明の実施の形態１におけるアンテナ兼用共振器の構成を示す回路図である
。
【図４】この発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の適用例を示す図である。
【図５】この発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図である
。
【図６】この発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図である
。
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【図７】この発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図である
。
【図８】この発明の実施の形態２に係る共振型電力伝送装置の構成を示すブロック図であ
る。
【図９】この発明の実施の形態２における中継器の構成を示す回路図である。
【図１０】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の構成・適用例を示す図で
ある。
【図１１】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１２】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１３】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１４】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１５】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１６】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１７】この発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図１８】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の構成・適用例を示す図で
ある。
【図１９】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図２０】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図２１】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図２２】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図２３】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図２４】この発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の別の適用例を示す図であ
る。
【図２５】この発明の実施の形態５に係る共振型電力多重伝送システムの構成・適用例を
示す図である。
【図２６】この発明の実施の形態６に係る共振型電力多重伝送システムの構成を示す回路
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、この発明をより詳細に説明するために、この発明を実施するための形態について
、添付の図面に従って説明する。
実施の形態１．
　図１はこの発明の実施の形態１に係る共振型電力伝送装置の構成を示すブロック図であ
り、図２はその回路図である。
　共振型電力伝送装置は、電気信号を含む電力を伝送する装置である。この共振型電力伝
送装置は、図１に示すように、送信電源１、送信アンテナ２、送信用共振器３、受信用共
振器４、受信アンテナ５、受信電源６及び導電性物質７から構成されている。なお図１に
おいて、送信電源１、送信アンテナ２及び送信用共振器３は送信装置８を構成し、受信用
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共振器４、受信アンテナ５及び受信電源６は受信装置９を構成する。
【００１１】
　送信電源１は、送信アンテナ２に対し、単一周波数の電力を供給するものである。
　送信アンテナ２は、送信電源１から供給された電力を、送信用共振器３及び受信用共振
器４を介して受信アンテナ５に伝送するものである。
【００１２】
　送信用共振器３及び受信用共振器４は、所定の共振条件に合わせられて共振するもので
ある。なお、送信アンテナ２と送信用共振器３、及び受信アンテナ５と受信用共振器４は
、図２（ｂ），（ｃ）に示すように、それぞれ接地されてもよい。
　また、図１，２では、送信アンテナ２及び送信用共振器３と、受信アンテナ５及び受信
用共振器４をそれぞれ別体で構成した場合について示したが、例えば図３に示すように、
それぞれ一体に構成したアンテナ兼用共振器（送信用共振部、受信用共振部）１０を用い
てもよい。
【００１３】
　受信アンテナ５は、送信用共振器３及び受信用共振器４を介して送信アンテナ２からの
電力を受信するものである。
　受信電源６は、受信アンテナ５により受信された電力を負荷機器など（不図示）に供給
するものである。
　なお、送信用共振器３及び受信用共振器４の伝送方式は特に限定されるものではなく、
磁界共鳴による方式、電界共鳴による方式、電磁誘導による方式のいずれであってもよい
。
【００１４】
　導電性物質７は、送信用共振器３と受信用共振器４とを１点接続するものである。ここ
で言う「１点接続」とは、図２に示されるように送信用共振器３と受信用共振器４とを接
続する箇所が、回路図として一箇所となる接続を言う。この導電性物質７の形状は、線状
や板状など、どのような形状であってもよい。なお図２（ａ），（ｂ）は共振器３，４間
のリターン側に線状の導電性物質７を接続したものであり、図２（ｃ）は共振器３，４間
のホット側に線状の導電性物質７を接続したものである。また、導電性物質７は、共振器
３，４間を１点接続できればよく、図２に示す接続例に限るものではなく、例えば共振器
３，４間で斜めに接続するようにしてもよい。
　このように、共振条件が合わせられた共振器３，４間を導電性物質７で１点接続するこ
とにより、送信用共振器３の共振による振動エネルギーを導電性物質７を介して受信用共
振器４に送り、当該受信用共振器４において当該振動エネルギーを共振により増幅させる
ことができる。これにより、送信装置８から受信装置９へ電力を高効率に伝送することが
可能となる。
【００１５】
　次に、本発明に係る共振型電力伝送装置の適用例について、図４～７を参照しながら説
明する。
　図４（ａ）は金属製のロープなどを本発明の導電性物質７として利用したものである。
この場合、ロープの一端に送信装置８を接続し、このロープに繋がれたかご（エレベータ
、ケーブルカー、ロープウェーなど）２０内に受信装置９を配置する。これにより、既存
のロープなどを介してかご２０に電力を供給することができる。
　また、図４（ｂ）は電磁波シールドルーム２１間の電力伝送に本発明を適用したもので
ある。電磁波シールドルーム２１のように電界、磁界を遮蔽する囲いがある場合、従来方
式では電力を伝送することができない。しかしながら、本発明の方式では、一方の電磁波
シールドルーム２１ａに設置された送信装置８と、他方の電磁波シールドルーム２１ｂに
設置された受信装置９とを導電性物質７で１点接続することで、容易に電力を伝送するこ
とができる。また、送信装置８と受信装置９との間に、電界、磁界を遮蔽する防護壁２２
などがある場合にも同様に電力伝送が可能である。
【００１６】
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　また、図５（ａ）は地上から絶縁された空間を備えた移動体（自動車、バイク、自転車
など）２３に本発明を適用したものである。この場合、上記空間内に送信装置８及び受信
装置９を配置する。ここで、上記空間が導電性の素材で構成されている場合には、これを
本発明の導電性物質７として利用することができ、送信装置８及び受信装置９を上記空間
内にボルトなどで接続するだけで電力を伝送することが可能となる。よって、配線作業が
不要となるとともに装置８，９の設置自由度が向上する。
　また、図５（ｂ）は既存の導電性の水道管２４を本発明の導電性物質７として利用した
ものである。なおこの場合、水道管２４は大地（ＧＮＤ）と絶縁されている必要がある。
これにより、電力伝送のための配線作業が不要となる。
　また、図６は船２５から水中用装置（水中探査機など）２６への電力供給に本発明を適
用したものである。この場合、船２５に送信装置８を配置し、水中用装置２６に受信装置
９を配置する。なお、導電性物質７としては既存の金属製のワイヤなどを用いればよい。
【００１７】
　また、図７（ａ）の左側は既存の電線２７を本発明の導電性物質７として利用したもの
であり、右側は屋内の既存の配線２８を本発明の導電性物質７として利用したものである
。なお、符号２９，３０はそれぞれブレーカ、コンセントである。これにより、本来、電
線２７や配線２８を流れている商用周波数の電力に対して、別の高周波の電力を伝送する
ことが可能となる。なお、図７（ｂ）に示すように、送信電源１の電力として、屋外に設
置されたソーラー発電機３１による電力を用いてもよい。
【００１８】
　以上のように、この実施の形態１によれば、共振条件が合わせられた送信用共振器３及
び受信用共振器４を用いて電力を伝送する共振型電力伝送装置であって、電力を供給する
送信電源１と、送信電源１からの電力を伝送する送信アンテナ２と、送信用共振器３と受
信用共振器４とを１点接続する導電性物質７と、送信用共振器３及び受信用共振器４を介
して送信アンテナ２からの電力を受信する受信アンテナ５と、受信アンテナ５により受信
された電力を受信する受信電源６とを備えたので、簡易な構成のため低コストかつ小型化
が可能であり、近距離から遠距離まで高効率な電力伝送を可能とすることができる。
　また、従来方式による送信アンテナ２、送信用共振器３、受信用共振器４及び受信アン
テナ５間の直接的な空間磁束の共振結合を必要とせず、伝送距離や方向を任意に設定する
ことができる。
【００１９】
実施の形態２．
　図８はこの発明の実施の形態２に係る共振型電力伝送装置の構成を示すブロック図であ
る。この図８に示す実施の形態２に係る共振型電力伝送装置は、図１に示す実施の形態１
に係る共振型電力伝送装置に中継器１１を追加したものである。その他の構成は同様であ
り、同一の符号を付してその説明を省略する。
【００２０】
　中継器１１は、送信用共振器３と受信用共振器４との間に配置され、送信用共振器３及
び受信用共振器４の共振条件と同じ共振条件に合わせられた中継用の共振器である。この
中継器１１としては、例えば図９に示すようなものが挙げられる。図９（ａ）は共振器を
１点接続したもの，図９（ｂ）は送信側と受信側の共振器を無線接続したもの、図９（ｃ
）～（ｅ）は接続された導電性物質７のインピーダンスを利用したものである。
　この中継器１１を用いることで、送信用共振器３からの電力を一端中継器１１で受信し
て増幅させて受信用共振器４に送ることができ、伝送効率を向上させることができる。
【００２１】
　以上のように、この実施の形態２によれば、送信用共振器３と受信用共振器４との間に
、共振条件が合わせられた中継器１１を備えたので、実施の形態１に示す構成に対し、よ
り伝送効率を向上させることが可能となる。
【００２２】
実施の形態３．
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　図１０はこの発明の実施の形態３に係る共振型電力伝送装置の構成・適用例を示す図で
ある。この図１０に示す実施の形態３に係る共振型電力伝送装置は、図１に示す実施の形
態１に係る共振型電力伝送装置の構成に対し、受信用共振器４を複数設け、導電性物質７
により送信用共振器３と複数の受信用共振器４とをそれぞれ接続させたものである。また
図１０では、受信装置９に代えて、受信アンテナ５及び受信電源６からなる受信装置９ｂ
を備え、受信用共振器４とは別体に構成している。その他の構成は同様であり、同一の符
号を付してその説明を省略する。
【００２３】
　図１０は駐車エリアに駐車された車両３２への電力供給に本発明を適用したものである
。この場合、複数の受信用共振器４を各駐車エリアの地面の下に配置する。これにより、
受信装置９ｂを備えた車両３２が上記駐車エリアに駐車した際に、当該車両３２に電力を
供給することができる。
【００２４】
　また、図１１（ａ）は電車３３への電力供給に本発明を適用したものである。この場合
、レール３４及び電車３３の車輪３５を導電性物質７として利用し、レール３４に接続さ
れた送信装置８から各車両に配置された受信装置９に電力を供給する。なお、レール３４
はＧＮＤ接地させず、電位的に浮かせた状態である必要がある。従来、高速鉄道では、電
力伝送用のパンタグラフの使用が困難となっていたが、本発明を適用することでパンタグ
ラフを用いずに電力伝送を行うことが可能となる。
　また、図１１（ｂ）は電車３３への別の電力供給に本発明を適用したものである。図１
１（ｂ）は、車内の座席３６の下又は後部座席で利用するテーブル３７内に受信用共振器
４を配置したものである。これにより、利用者が受信装置９ｂを備えた機器（スマートフ
ォン、ＰＣ、モバイルルータなど）を持って座るだけで、又はテーブル３７上に置くだけ
で、当該機器に電力を供給することができる。よって、機器の充電の際にコンセントに接
続する必要がなくなり、利便性が向上する。なお、送信装置８は電車３３の外に設置する
場合に限らず、車内に設置するようにしてもよい。
【００２５】
　また、図１２（ａ）はコードレスアイロン３８への電力供給に本発明を適用したもので
ある。この場合、複数の受信用共振器４をアイロン台３９の内部に平面状に配置する。こ
れにより、受信装置９ｂを備えたコードレスアイロン３８を用いてアイロン掛けを行って
いる間、当該コードレスアイロン３８に電力を供給することができ、温度が下がることな
く連続駆動させることができる。
　また、図１２（ｂ）はシート部材（テーブルクロス、マット、カーペットなど）４０に
本発明を適用したものである。この場合、複数の受信用共振器４をシート部材４０の内部
に平面状に配置する。これにより、受信装置９ｂを備えた機器（掃除機など）がシート部
材４０上に置かれた際に、当該機器に電力を供給することができる。なお、図１３（ａ）
に示すように、既存の配線２８（又は電線２７）を本発明の導電性物質７として利用した
ものに上記シート部材４０を用いてもよい。図１３（ｂ），１４（ａ）はさらに、送信電
源１の電力として、屋外に設置されたソーラー発電機３１による電力を用いたものである
。また、図１４（ｂ）は導電性物質７をコンセント３０の一極を介して接続したものであ
る。なお図１４（ｂ）では中継器１１を用いているが、用いなくてもよい。
【００２６】
　また、図１５（ａ）は歩行ロボット４１への電力供給に本発明を適用したものである。
この場合、複数の受信用共振器４を歩行面（地面、床など）の下に平面状に配置し、歩行
ロボット４１の足部分に受信装置９ｂを配置する。これにより、歩行ロボット４１が歩行
面を歩行している間、当該歩行ロボット４１に電力を供給することができる。また、送信
装置８に情報送信装置４２を設け、受信装置９ｂに情報受信装置４３を設けることで、電
力伝送に限らず、歩行に関する情報（歩行位置、向きなど）を伝送することも可能である
。また、歩行ロボット４１に限らず、靴、杖、掃除機などにも同様に適用可能である。な
お、靴に本発明を適用した場合、例えば視覚障害者向けのアプリケーションを提供するこ
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とができる。すなわち、受信装置９ｂにバイブレータを接続し、従来の点字マットが配置
された箇所に受信用共振器４を配置することで、当該靴が受信用共振器４上に位置した際
にバイブレータの振動により点字マットを模擬することができる。
【００２７】
　また、図１５（ｂ）は、ゴルフクラブ４４のスイングの加速度や圧力、角度などを計測
するセンサ４５への電力供給に本発明を適用したものである。この場合、複数の受信用共
振器４を地面の下に平面状に配置し、ゴルフクラブ４４のヘッド部分にセンサ４５を有す
る受信装置９ｂを配置する。これにより、ゴルフクラブ４４を地面に近づけた際に、当該
ゴルフクラブ４４のセンサ４５に電力を供給することができる。これにより、センサ４５
を動作させるためのバッテリをゴルフクラブ４４内に設ける必要がなくなり、ゴルフクラ
ブ４４自体を軽量化させることができる。また、ゴルフクラブ４４に限らず、テニス・卓
球ラケット、バット、釣竿、モバイル機器などにも同様に適用可能である。
【００２８】
　また、図１６は飛翔体（飛行機、ヘリコプター、気球、ミサイル、人工衛星、宇宙ステ
ーション、リニアモーターカーなど）４６に本発明を適用したものである。ここで、飛翔
体４６内の空間が導電性の素材で構成されている場合には、これを本発明の導電性物質７
として利用することができ、送信装置８及び受信装置９を上記空間内にボルトなどで接続
するだけで電力を伝送することが可能となる。よって、配線作業が不要となるとともに装
置８，９の設置自由度が向上する。
【００２９】
　また、図１７（ａ）はベッド４７に本発明を適用したものである。この場合、複数の受
信用共振器４をベッド４７の内部に平面状に配置する。これにより、受信装置９ｂを備え
た機器をベッド４７に置くだけで、当該機器に電力を供給することができる。なお、受信
用共振器４として、ベッド４７のスプリング機能を兼用した共振器を用いてもよい。
　また、図１７（ｂ）は風呂４８に本発明を適用したものである。この場合、複数の受信
用共振器４を風呂４８の壁面の裏側に平面状に配置する。これにより、受信装置９ｂを備
えた機器（テレビ、ラジオ、スマートフォン、電気シェーバー、めがね洗浄器、ジェット
バブル装置など）を当該壁面に近づけるだけで、当該機器に電力を供給することができる
。なお、本発明では送信側と受信側が１点で接続されているため、電流が流れるルートが
なく、感電の恐れがないという利点もある。
【００３０】
　以上のように、この実施の形態３によれば、受信用共振器４は複数設けられ、導電性物
質７は、送信用共振器３と複数の受信用共振器４とを接続するように構成したので、実施
の形態１における効果に加え、単体の送信装置８で、広範囲に対して電力供給を行うこと
が可能となる。すなわち、従来の方法では、送信装置と受信装置とを１対１の関係で設け
る必要があり、広範囲に対する電力供給では設置コストが増大してしまう。それに対し、
本発明では単体の送信装置８を一線接続により複数の受信装置９と接続させることで容易
に電力伝送ができるため、安価に広範囲に対する電力伝送が可能となる。
【００３１】
実施の形態４．
　図１８はこの発明の実施の形態４に係る共振型電力伝送装置の構成・適用例を示す図で
ある。この図１８に示す実施の形態４に係る共振型電力伝送装置は、図１に示す実施の形
態１に係る共振型電力伝送装置の導電性物質７を２つに分離させ、一方を送信用共振器３
に接続させ、他方を受信用共振器４に接続させたものである。そして、両者が接触した際
に送信装置８から受信装置９への電力伝送を可能とする。その他の構成は同様であり、同
一の符号を付してその説明を省略する。なお、送信電源１、送信アンテナ２、送信用共振
器３及び分割した一方の導電性物質７は共振型電力送信装置を構成し、受信用共振器４、
受信アンテナ５、受信電源６及び分割した他方の導電性物質７は共振型電力受信装置を構
成する。
【００３２】
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　図１８は駐車エリアに駐車された車両３２への電力供給に本発明を適用したものである
。この場合、送信装置８に接続された導電性物質７の末端には、受信装置９に接続された
導電性物質７（接触線７１）との接触を容易とするため、電極板７２などの導電性の板状
部材が設けられている。そして、この電極板７２が各駐車エリアの地面に配置されている
。これにより、接触線７１を有する受信装置９を備えた車両３２が上記駐車エリアに駐車
した際に、電極板７２と接触線７１が接触することで、当該車両３２に電力を供給するこ
とができる。
【００３３】
　また、図１９（ａ）は電車３３への電力供給に本発明を適用したものである。この場合
、車内の後部座席３６で利用するテーブル３７上に送信装置８に接続された電極板７２が
配置されている。これにより、接触線７１を有する受信装置９を備えた機器をテーブル３
７の電極板７２上に置くだけで、当該機器に電力を供給することができる。なお、送信装
置８は電車３３の外に設置する場合に限らず、車両内に設置するようにしてもよい。
　また、図１９（ｂ）は風呂４８に本発明を適用したものである。この場合、風呂４８の
壁面に送信装置８に接続された電極板７２が配置されている。これにより、接触構造（磁
石による吸引構造など）を有する受信装置９を備えた機器を壁面の電極板７２に接触させ
るだけで、当該機器に電力を供給することができる。なお、本発明では送信側と受信側が
１点で接続されているため、電流が流れるルートがなく、感電の恐れがないという利点も
ある。
【００３４】
　また、図２０（ａ）はテーブル４９に本発明を適用したものである。この場合、テーブ
ル４９上に送信装置８に接続された導電性シート部材５０などを貼り付ける。これにより
、接触線７１を有する受信装置９を備えた機器を導電性シート部材５０上に置くだけで、
当該機器に電力を供給することができる。
　また、図２０（ｂ）はシート部材に本発明を適用したものである。この場合、シート部
材として送信装置８に接続された導電性のシート部材５０を用いる。これにより、接触線
７１を有する受信装置９を備えた機器が導電性シート部材５０上に置かれた際に、当該機
器に電力を供給することができる。なお、図２１（ａ）に示すように、既存の配線２８（
又は電線２７）を本発明の導電性物質７として利用したものに上記導電性シート部材５０
を用いてもよい。図２１（ｂ），図２２（ａ）はさらに、送信電源１の電力として、屋外
に設置されたソーラー発電機３１による電力を用いたものである。また、図２２（ｂ）は
導電性物質７をコンセント３０の一極を介して接続したものである。なお図２２（ｂ）で
は中継器１１を用いているが、用いなくてもよい。
【００３５】
　また、図２３（ａ）は歩行ロボット４１への電力供給に本発明を適用したものである。
この場合、歩行面上に送信装置８に接続された導電性シート部材５０などを配置し、歩行
ロボット４１の靴の底面に受信装置９に接続された電極板７２を配置する。これにより、
歩行ロボット４１が歩行面を歩行している間、当該歩行ロボット４１に電力を供給するこ
とができる。また、送信装置８に情報送信装置４２を設け、受信装置９に情報受信装置４
３を設けることで、電力伝送に限らず、歩行に関する情報（歩行位置、向きなど）を伝送
することも可能である。また、歩行ロボット４１に限らず、靴、杖、掃除機などにも同様
に適用可能である。なお、靴に本発明を適用した場合、例えば視覚障害者向けのアプリケ
ーションを提供することができる。すなわち、靴にバイブレータを設け、従来用いた点字
マットに代えて送信装置８が接続された導電性シート部材５０を配置することで、当該靴
が導電性シート部材５０に接触した際にバイブレータの振動により点字マットを模擬する
ことができる。
【００３６】
　また、図２３（ｂ）はゴルフクラブ４４のスイングの加速度や圧力、角度などを計測す
るセンサ４５への電力供給に本発明を適用したものである。この場合、利用者がモバイル
型の送信装置８をポケットなどに入れて持ち、導電性シャフト７３で構成されたゴルフク
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ラブ４４のヘッド部分に受信装置９を配置し、グリップ部分に導電性シャフト７３を介し
て受信装置９に接続された電極板７２を配置する。これにより、利用者がゴルフクラブ４
４を握った際に、当該ゴルフクラブ４４のセンサ４５に電力を供給することができる。こ
れによりセンサ４５を動作させるためのバッテリをゴルフクラブ４４内に設ける必要がな
くなるため、ゴルフクラブ４４自体を軽量化させることができる。また、ゴルフクラブ４
４に限らず、テニス・卓球ラケット、バット、釣竿、モバイル機器などにも同様に適用可
能である。
【００３７】
　また、図２４（ａ）はかばん５１内の機器への電力供給に本発明を適用したものである
。この場合、床に送信装置８に接続された導電性シート部材５０を配置し、かばん５１内
に受信装置９に接続された電極板７２を配置する。これにより、かばん５１を導電性シー
ト部材５０上に置くだけで、当該かばん５１内の受信装置９に電力を供給することができ
る。また、図２４（ｂ）はかばん５１の生地内に複数の受信用共振器４を平面上に配置し
たものである。
【００３８】
　以上のように、この実施の形態４によれば、導電性物質７を２つに分離し、一方を送信
用共振器３に接続し、他方を受信用共振器４に接続しても、実施の形態３と同様の効果を
得ることができる。
【００３９】
実施の形態５．
　図２５はこの発明の実施の形態５に係る共振型電力多重伝送システムの構成を示す図で
ある。この図２５に示す実施の形態５に係る共振型電力多重伝送システムは、図１に示す
実施の形態１に係る共振型電力伝送装置を複数系統設けたものである。その他の構成は同
様であり、同一の符号を付してその説明を省略する。
【００４０】
　図２５に示すように、本発明による共振型電力伝送装置を多重に構成することで、各系
統の相互干渉がなく、独立した電力伝送を可能としたシステムを得ることができる。そし
て、伝送経路上での相互干渉がないため、各系統を近づけたシステム構成が可能である。
したがって、例えば駐車エリアに駐車して充電を行った車両３２に対し課金を行うための
課金・情報システムに本発明を適用することができる。
　また、伝送経路上での相互干渉がないため、使用する周波数を一つに固定できることか
ら、ＩＳＭ帯などを使用することにより、電波法の規制を満足した設計を容易に行える。
以上により、送信電力の大電力化や電磁シールド構造の簡易化などが可能である。
【００４１】
　なお、図２５（ａ）は各駐車エリアの地面の下に受信用共振器４を配置した場合を示し
ており、図２５（ｂ）は各駐車エリアの地面上に電極板７２を配置した場合を示している
。
【００４２】
　以上のように、この実施の形態５によれば、本発明の共振型電力伝送装置を多重に構成
したので、各系統の相互干渉がなく、独立した電力伝送を可能とすることができる。よっ
て、小型化が可能となる。また、多重伝送においても伝送経路上での相互干渉がないため
、使用する周波数を一つに固定できることから、ＩＳＭ帯などを使用することにより、電
波法の規制を満足した設計を容易に行える。よって、送信電力の大電力化や電磁シールド
構造の簡易化などが可能である。
【００４３】
実施の形態６．
　図２６はこの発明の実施の形態６に係る共振型電力多重伝送システムの構成を示す回路
図である。この図２６に示す実施の形態６に係る共振型電力多重伝送システムは、図２５
に示す実施の形態５に係る共振型電力多重伝送システムの導電性物質７を共通化したもの
である。このように構成しても多重伝送が可能である。この場合、１つの系統が故障によ
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り動作しなくなった場合にも他の系統はその影響を受けることなく動作させることができ
る（故障分離が可能）。よって、人工衛星や風力発電などで用いられるスリップリング装
置の代替機能として用いることができる。
【００４４】
　以上のように、この実施の形態６によれば、共振型電力多重伝送システムにおいて、各
共振型電力伝送装置の導電性物質７を共通化しても、実施の形態５と同様の効果を得るこ
とができる。
【００４５】
　また、実施の形態１－６では、送信アンテナ２及び受信アンテナ５を各々単一のコイル
から構成する場合について示した。しかしながら、これに限るものではなく、各コイルを
、各々例えば給電用コイル及び共鳴用コイルから構成してもよく、２個以上のコイルで構
成するようにしてもよい。
【００４６】
　また、実施の形態１－６において、受信用共振器４では、対となる送信用共振器３間の
距離や負荷電流・負荷インピーダンスなどによって共振条件が変化する。そこで、受信側
に、このような伝送状況の変化に応じて、受信用共振器４に対して成立させる共振条件を
可変とする受信電源回路を追加してもよい。
　同様に、実施の形態１－６において、送信用共振器３では、対となる受信用共振器４間
の距離や負荷電流・負荷インピーダンスなどによって共振条件が変化する。そこで、送信
側に、このような伝送状況の変化に応じて、送信用共振器３に対して成立させる共振条件
を可変とする送信電源回路を追加してもよい。
【００４７】
　なお、本願発明はその発明の範囲内において、各実施の形態の自由な組み合わせ、ある
いは各実施の形態の任意の構成要素の変形、もしくは各実施の形態において任意の構成要
素の省略が可能である。
【産業上の利用可能性】
【００４８】
　この発明に係る共振型電力伝送装置及び共振型電力多重伝送システムは、送信用共振器
と受信用共振器とを１点接続する導電性物質を備え、低コストかつ小型化が可能であり、
高効率な電力伝送が実現できるため、電磁波シールドルーム間の電力伝送等に用いるのに
適している。
【符号の説明】
【００４９】
　１　送信電源、２　送信アンテナ、３　送信用共振器、４　受信用共振器、５　受信ア
ンテナ、６　受信電源、７　導電性物質、８　送信装置、９，９ｂ　受信装置、１０　ア
ンテナ兼用共振器、１１　中継器、２０　かご、２１，２１ａ，２１ｂ　電磁波シールド
ルーム、２２　防護壁、２３　移動体、２４　水道管、２５　船、２６　水中用装置、２
７　電線、２８　配線、２９　ブレーカ、３０　コンセント、３１　ソーラー発電機、３
２　車両、３３　電車、３４　レール、３５　車輪、３６　座席、３７　テーブル、３８
　コードレスアイロン、３９　アイロン台、４０　シート部材、４１　歩行ロボット、４
２　情報送信装置、４３　情報受信装置、４４　ゴルフクラブ、４５　センサ、４６　飛
翔体、４７　ベッド、４８　風呂、４９　テーブル、５０　導電性シート部材、５１　か
ばん、７１　接触線、７２　電極板、７３　導電性シャフト。
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